
高等学校の現状について



高等学校教育改革
高校進学率が９７％を超える現在、多様化した生徒の実態に対応
し、生徒の個性を最大限に伸ばすためには、特色ある学校づくり
を行うとともに、個に応じた教育の充実を図ることが必要

①中高一貫教育校、総合学科、単位制高校など、特色ある学校・学科等の設置促進
　　中高一貫教育：中学校と高等学校の６年間を接続
　　総合学科　　：普通教育及び専門教育を選択履修して総合的に施す学科
　　単位制高校　：学年の区別がなく、決められた単位を修得すれば卒業ができる

②多様な科目の開設、体験活動、インターンシップの実施等も含めた多彩な
　カリキュラムづくりの促進

③様々な学習活動を評価できるよう学校外の活動を単位認定できる制度の拡充
　　　例：大学、専修学校における学修を高校における科目の履修とみなして
　　　　　単位を与える
　　　　　ボランティア活動等を通じて行われた学修を高校における科目の
　　　　　履修とみなして単位を与える

  文部科学省における取組



 

近年の主な制度改正 
 

 

 S63年  単位制高校の導入（定時制・通信制） 

 外国留学に係る単位認定制度の導入 

H元年   定時制・通信制の修業年限の弾力化（４年以上→３年以上）

  ５年  単位制高校の全日制への拡大 

 学校間連携、学校外学修（専修学校、技能審査）の単位認定の導入 

  ６年  総合学科の導入 

１０年   学校外学修の対象範囲の拡大（大学、高専、ボランティア活動等）

１１年   中高一貫教育制度の導入

１７年   学校外学修等の認定可能単位数の拡大（２０→３６単位）

 高卒認定試験合格科目の単位認定制度の全日制への拡大 

                                                           

 



【資料：学校基本調査　】

高等学校への進学率の推移
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高等学校教育制度について

○課程
①全日制課程：通常の課程、修業年限３年

②定時制課程：夜間その他特別の時間又は時期において授業を行う課程、
修業年限３年以上

③通信制課程：通信による教育を行う課程、修業年限３年以上

○学科
①普通科 ：普通教育を主とする学科
②専門学科：専門教育を主とする学科 (例：工業科、商業科、農業科)
③総合学科：普通教育及び専門教育を選択履修を旨として総合的に施す学科

○学年による区分の有無
①学年区分有
第１学年、第２学年のような学年区分のある通常の高校

②学年区分無（単位制高校）

学年区分がなく、必要な単位数を取得すれば卒業できる高校



【資料：学校基本調査】

学科別生徒数の推移
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【資料：平成１７年度学校基本調査】

学科別生徒数
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【資料：学校基本調査】

高等学校卒業後進路状況
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（注１）調査対象：公立小・中・高等学校

（注２）平成８年度までは「校内暴力」の状況についての調査

（注１）調査対象：公立小・中・高・特殊教育諸学校 （注３）平成９年度からは調査方法等を改めたため、それ以前との比較はできない

（注２）計には、特殊教育諸学校の発生件数を含む 　　　なお、小学校については、平成９年度から調査を行っている

【資料：児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題の現状に関する調査】

いじめの発生件数の推移 　学校内における暴力行為発生件数の推移 

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

40000

発生件数（件）

小学校 1,304 1,528 1,509 1,331 1,465 1,253 1,600 1,890 

中学校 5,954 8,169 18,209 22,991 24,246 27,293 25,769 23,199 24,463 23,110 

高等学校 2,077 2,406 4,108 5,152 5,300 5,971 5,896 5,002 5,215 5,022 

合計 8,031 10,575 23,621 29,671 31,055 34,595 33,130 29,454 31,278 30,022 
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小学校 26,614 21,733 16,294 12,858 9,462 9,114 6,206 5,659 6,051 5,551 

中学校 29,069 25,862 23,234 20,801 19,383 19,371 16,635 14,562 15,159 13,915 

高等学校 4,184 3,771 3,103 2,576 2,391 2,327 2,119 1,906 2,070 2,121 

計 60,096 51,544 42,790 36,396 31,359 30,918 25,037 22,205 23,351 21,671 
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（注１）調査対象：公・私立

不登校生徒数（国・公・私立）
　不登校生徒数　　　　　６７，５００人
　不登校生徒数／在籍者数 　１．８２％

【資料：児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題の現状に関する調査】

高等学校における中退者数・不登校生徒数
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私立高校中退者数 42,748 40,683 33,748 38,414 37,837 37,898 36,024 35,893 34,366 28,776 26,131 24,636 

公立高校中退者数 72,086 82,846 64,431 73,736 73,654 73,474 70,554 73,253 70,528 60,633 55,668 53,261 

私立高校中退率 2.9 2.5 2.4 2.8 2.9 3.0 2.9 2.9 2.9 2.5 2.4 2.3 

公立高校中退率 1.9 2.1 2.0 2.3 2.4 2.5 2.4 2.5 2.5 2.2 2.1 2.0 
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小学校 中学校 高等学校 高等専門学校 大学・短大

教育段階

義務・非義務

進学率 97.6% 0.9% 52.3%

設置者

独立行政法人国立高等

専門学校機構

地方公共団体
学校法人

国立大学法人
地方公共団体
公立大学法人
学校法人

学科等

授業料

教科書経費

入学者選抜

卒業認定

学習指導要領

教科書検定 あり なし

児童・生徒の平素の成績を評価

各学校種における制度の概要

一定数以上の単位数の修得

初等中等教育 高等教育

無償（公立）

地方公共団体
学校法人

有償

なし（公立） あり

国による無償措置あり 国による無償措置なし

あり

義務教育 非義務

なし 多様な学科等があり

なし



中央教育審議会第二次　　（平成９年６月）

　　２１世紀を展望した我が国の教育の在り方について（答申）の概要

 １  一人一人の能力・適性に応じた教育の在り方
　　「ゆとり」の中で子どもたちに「生きる力」をはぐくむことを理念としつつ、形式的な平等の重視
　から個性の尊重への転換を目指す。

２  大学・高等学校の入学者選抜の改善
　　 過度の受験競争の緩和を図る観点から、大学・高等学校の入学者選抜について、選抜方法・尺度の
　多様化を推進するなど、具体的かつ実行可能な最大限の改善策を提言
　   　(1)  大学入学者選抜の改善（小論文、面接等の活用やボランティアなど様々な活動経験の評価等）
     　 (2)  高等学校入学者選抜の改善（学力試験の実施教科の多様化や推薦入学の推進等）
     　 (3)  学(校)歴偏重社会の問題（企業の学校名にこだわらない採用の推進、国民の横並び意識等の改革）
 

３  中高一貫教育
　　　子どもたちの個性を「ゆとり」ある教育の中で育むことを目指すとともに、学校制度の複線化構造を
　　進める観点から、中高一貫教育を選択的に導入。中高一貫校では、例えば、体験学習、地域に関する
　　学習、国際化や情報化に対応する教育、環境に関する学習、伝統文化等の継承のための教育、じっくり
　　学びたい子どもたちの希望に応える教育などを軸に据えた特色ある教育の展開を期待。

４  教育上の例外措置
　　稀有な才能を持った子どもたちのための教育上の例外措置として、大学入学年齢の特例を設け、学校
　制度の弾力化を図ることや、同時に、学習の進度の遅い子どもたちに対して十分な配慮を行うことに
　ついて提言

 ５  高齢社会に対応する教育の在り方
　　高齢社会に対応し、学校・家庭・地域社会における教育の充実を図り、子どもたちに豊かな人間性を
　はぐくむとともに、子どもたちが高齢者と触れ合い、高齢者から学んでいくことの大切さを提言



Ⅰ柔軟な教育の実施
　　今日、高等学校への進学率が急激に増加する中、高等学校には，能力・適性，進路，興味・関心等の極めて多様な
　生徒が入学しており，その教育の水準や内容については一律に固定的に考えるべきものではなく，生徒の実態に対応
　し，できる限り幅広く柔軟な教育を実施することが必要である。
　　　１　総合的な新学科の設置、職業学科の再編成、普通科における職業教育の充実等を提言するとともに、新しい
　　　　タイプの高等学校を奨励する。
　　　２　生徒の選択幅を拡大する観点から、単位制の活用による選択中心の教育課程の編成等の弾力化を図る。また、
　　　　全日制課程における学年の区分によらない教育課程の編成・実施、普通高校と職業高校間での相互履修、専修
　　　　学校や技能審査の学習成果の単位認定を可能とする。
　　　３　稀有な才能を持った子どもたちのための教育上の例外措置として、大学レベルの教育研究に触れる機会を
　　　　与えることが望ましい。

Ⅱ受験競争の緩和
　　短期間で高度の産業化を成し遂げた日本の特質等により、受験競争が激化し、競争の低年齢化、ヴァラエティに
　乏しい生徒・学生社会、受験優等生の協調性・忍耐力の不足などが指摘されおり、これらへの対応が求められる。
　　　１　大学入学者選抜の改善（評価尺度の多元化・複数化や、推薦入学者制度の改善等）
　　　２　高等学校入学者選抜の改善（公立高校における学力検査や調査書の取り扱い見直し、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　入学者選抜の在り方に関する定期的協議の場の設定等）
　

Ⅲ生涯学習
　　学校教育をも含めた社会のさまざまな教育・学習システムを総合的にとらえ，人々の学習における選択の自由を
　拡大して，生涯にわたる学習活動を支援していくことが重要である。また、社会のさまざまな教育・学習システム
　が相互に連携を強化して，生涯のいつでも自由に学習機会を選択して学ぶことができ，その成果を評価するような
　生涯学習社会を築いていくことが望まれる。
　　　１　高等学校開放講座の充実や大学等の公開講座との連携を図る。

中央教育審議会　　（平成３年４月）

　　新しい時代に対応する教育の諸制度の改革について（答申）の概要
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